
和歌山県居宅介護職員初任者研修事業実施要綱

（目的）
第１条 この要綱は、障害者（この要綱において障害者とは、身体障害者・精神障害者・
知的障害者及び発達障害者をいう。）が介護や援助の必要な方についての理解を深め、
必要な知識及び技能を身につけることにより、介護や福祉の現場においてサービスの担
い手として活躍できるよう人材育成することを目的とする。
（実施主体等）

第２条 和歌山県居宅介護職員初任者研修事業（以下「事業」という。）の実施主体は、
和歌山県（以下「県」という。）とし、事業の実施については、受講者の決定事務及び
研修修了者に対する修了証書交付事務を除いた事務を、障害者に理解のある社会福祉法
人等に委託し、実施するものとする。
（研修カリキュラム）

第３条 研修カリキュラム（研修時間、科目及び研修内容）は、和歌山県居宅介護従業者
等養成研修事業実施要綱（平成１７年度制定）第３条及び第４条第１項に規定する居宅
介護職員初任者研修課程の研修カリキュラムに基づき別に定める。

２ 居宅介護職員初任者研修カリキュラムは、原則として８か月以内に修了するものとす
る。
（受講対象者）

第４条 受講対象者は、次の要件を満たす者とする。
(１) 県内に居住する障害者で高齢者、障害者等の介護にかかわる業務に就労する意欲が
あること。

(２) 生活介助を必要とせず、原則としてすべての開講日に参加でき、自分で研修場所に
通える者であること。

（募集定員）
第５条 募集定員は、研修場所ごとに別に定める。
（受講の申込み）

第６条 受講を希望する者は、別に定める受講申込書を知事に提出するものとする。
２ 知事は、前項の申込みにより、受講生を決定するものとする。
（研修場所及び研修期間等）

第７条 研修場所、研修期間及び開講日等については、別に定める。
（費用負担）

第８条 研修会に係るテキスト代、交通費及び食費については受講者の負担とする。
（補講の実施）

第９条 第２条の規定により委託された者（以下「研修実施者」という。）は、やむを得
ない事情により研修を欠席した者に対して補講を行わなければならない。補講の実施方
法は、次のとおりとする。

(１) 講義科目の補講は、当該科目の代替受講、担当講師による個別指導又は担当講師に

よる提出レポート（１２００字以上でまとめたもの）の添削指導とする。

(２) 演習科目の補講は、当該科目の代替受講又は担当講師による個別指導とする。

(３) 補講は、当該研修実施者が修了期限内に行うものとする。ただし、講義科目、演習

科目の代替受講は、他の研修実施者が実施する研修の当該科目の受講をもって代える

ことができる。

(４) 補講として、レポートの提出又は他の研修事業者が実施する研修での代替受講を行

う場合は、各課程の科目数及び時間数の１割を越えて行うことはできない。
（修了認定）

第１０条 研修実施者は、研修において修得することが求められている知識及び技術の修
得がなされていることについて適切に判断するため、筆記試験による修了評価を行うも
のとし、合格基準（７割以下）を満たさない者について必要に応じて補講を行い、基準
を満たすまで再試験を行うこととする。この場合において、修了評価の方法は、別紙１
のとおりとする。

２ 研修実施者は、前項の規定に基づく評価を行い、評価基準を満たし研修の全ての課程



を修了した研修修了者の住所、氏名、生年月日及び修了年月日を記載した居宅介護職員
初任者研修修了者名簿（別記第１号様式）を作成し、研修終了後速やかに知事に提出す
るものとする。

３ 知事は、前項の居宅介護職員初任者研修修了者名簿を確認の上、修了の認定を行い、
修了者に対し、修了証明書及び修了証明書（携帯用）（別記第２号様式）を交付するも
のとする。

４ 知事は、和歌山県居宅介護従事者等養成研修事業実施要綱（平成１７年制定）第３条
に規定する居宅介護職員初任者研修課程について、令和４年４月１日以降に修了した者
を介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第２２条の２３第１項に規定す
る介護職員初任者研修課程の修了の要件を満たしているものとして取り扱う。
（修了後の就労支援）

第１１条 知事と研修実施者は、和歌山労働局、職業安定所、和歌山障害者職業センター
等の関係機関と連携をとり修了者の就労支援を行うこととする。
（その他）

第１２条 研修実施において、この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

附 則
１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
２ 和歌山県知的障害者及び発達障害者ホームヘルパー養成研修事業実施要綱（平成１７
年施行）は廃止する。

３ この要綱は、平成３１年４月１８日から施行する。
４ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
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別紙１（要綱第１０条関係） 

 

修了評価の方法について 

 

 

１．修了評価は全科目修了後、１時間以上の筆記試験によって行うこと。 

 

２．問題の難易度については、「列挙・概説・説明できるレベル」を想定し、問題を作成

すること。 

 

３．試験問題は、各科目から１問以上出すこと。 

 

４．７割以上を合格基準とし、不合格者には合格基準を満たすまで再試験を行うこと。 

 

５．受講生の知識・技術等の習得が十分でない場合には、必要に応じて補講等を行うこと。 

 

６．実習を行う場合は、定められた経験目標に基づき、経験目標を達成したかどうかを確

認することにより評価を行うこと。実習記録については、受講生に返却し、控えを事業

者が保管すること。 



別記第１号様式（第１０条関係） 
 

居宅介護職員初任者研修修了者名簿 
 

研修実施者               
 
 

番号 住所 氏名 生年月日 修了年月日 

     

     

     

     

     

     

     

（添付書類） 
１．居宅介護職員初任者研修受講者出席簿の写し 
２．居宅介護職員初任者研修添削指導評価表 
３．本人確認が可能な書類の写し 
４．居宅介護職員初任者研修筆記試験結果一覧 

  
補講を行った場合の添付書類 
５．居宅介護職員初任者研修補講実施報告書 
 
受講科目及び受講時間の免除を行った場合の添付書類 
６．居宅介護職員初任者研修受講科目免除報告書 
７．免除資格を証明する書類（修了証）の写し 



別記第２号様式（第１０条関係） 
(1)修了証明書様式 
 ※用紙規格は、日本産業規格 A4 横型とする。 
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(2)修了証明書（携帯用）様式 
 ※用紙規格は、縦９１ｍｍ×横６４ｍｍ以内とする。 
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